
令和３年度

中間決算の概要（９月期）

地方公共団体金融機構



令和３年度中間決算のポイント

◇ 地方公共団体健全化基金は９，２０２億円で、前年度と同額
金利変動準備金は２兆２，０００億円で、前年度と同額
公庫債権金利変動準備金は６，６３０億円で、前年度末に比べ、２２１億円の増加

◇ 資産総額は貸付金等２４兆７，８７０億円で、前年度末に比べ、７０５億円の減少
負債総額は債券等２４兆４，３８３億円で、前年度末に比べ、７８６億円の減少
純資産総額は利益剰余金等３，４８６億円で、前年度末に比べ、８０億円の増加
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会計処理等は、原則として企業会計原則による。なお、地方公共団体健全化基金、金利変動準備金等の機構
特有の財務基盤に係る会計処理については、関係法令の規定等による。

◇ 経常利益は４９４億円で、前中間期に比べ、６９億円の減少
中間純利益は９２億円で、前中間期に比べ、３億円の減少



◇ 当中間期の経常利益は４９４億円で、前中間期に比べ、６９億円の減少（▲１２．４％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を７０億円上回ったこと等が要因

◇ 中間純利益は９２億円で、前中間期に比べ、３億円の減少（▲３．８％）。一般勘定の中間純利益が減少した
ことが要因

利益の状況 [機構全体]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１，１３９億円 １，２８７億円 ▲１４８億円
１，１３４億円 １，２８３億円 ▲１４８億円

４億円 ４億円 ０億円

６４４億円 ７２３億円 ▲７８億円
６０４億円 ６８３億円 ▲７８億円
３９億円 ４０億円 ▲０億円

４９４億円 ５６４億円 ▲６９億円

２１９億円 ４２３億円 ▲２０３億円
２００億円 ４００億円 ▲２００億円
１９億円 ２３億円 ▲３億円

６２１億円 ８９１億円 ▲２７０億円
４２１億円 ４９１億円 ▲７０億円
２００億円 ４００億円 ▲２００億円

９２億円 ９５億円 ▲３億円

増　減（（A）-（Ｂ））R3中間決算（A） R2中間決算（B）

債 券 利 息

そ の 他

そ の 他

公庫債権金利変動準備金繰入額

国 庫 納 付 金

公庫債権金利変動準備金取崩額

利差補てん積立金取崩額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

科　　　　　　　目

貸 付 金 利 息



◇ 当中間期の経常利益は９２億円で、前中間期に比べ、３億円の減少（▲３．８％）
◇ 貸付金利息が３９億円減少した一方で、債券利息が２８億円減少したこと等が要因
◇ 中間純利益は９２億円で、前中間期に比べ、３億円の減少（▲３．８％）

利益の状況 [一般勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

５６０億円 ５９９億円 ▲３８億円
５５４億円 ５９３億円 ▲３９億円
０億円 ０億円 ▲０億円
１億円 ０億円 ０億円
５億円 ４億円 ０億円

４６８億円 ５０３億円 ▲３４億円
４０６億円 ４３５億円 ▲２８億円
２億円 ２億円 ０億円
１７億円 ２０億円 ▲２億円
１５億円 １５億円 ０億円
２５億円 ２９億円 ▲４億円
１億円 ０億円 ０億円

９２億円 ９５億円 ▲３億円

－ － －

－ － －

９２億円 ９５億円 ▲３億円

科　　　　　　　目

貸 付 金 利 息

そ の 他

債 券 利 息

営 業 経 費

そ の 他

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

増　減（（A）-（Ｂ））R3中間決算（A） R2中間決算（B）

余 資 運 用 益
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息

借 入 金 利 息
そ の 他 業 務 費 用

基 金 管 理 勘 定 繰 出 金



◇ 当中間期の経常利益は４０２億円で、前中間期に比べ、６６億円の減少（▲１４．２％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を６０億円上回ったこと等が要因

◇ 地方公共団体金融機構法等の規定に基づき、利益の範囲内で公庫債権金利変動準備金への繰入を行った
ため、当中間期の純利益はゼロ

利益の状況 [管理勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

６０５億円 ７１９億円 ▲１１４億円
５８０億円 ６８９億円 ▲１０９億円
２５億円 ２９億円 ▲４億円
０億円 ０億円 ▲０億円

２０３億円 ２５１億円 ▲４７億円
１９７億円 ２４７億円 ▲４９億円
５億円 ３億円 １億円

４０２億円 ４６８億円 ▲６６億円

２１９億円 ４２３億円 ▲２０３億円
２００億円 ４００億円 ▲２００億円
１９億円 ２３億円 ▲３億円

６２１億円 ８９１億円 ▲２７０億円
４２１億円 ４９１億円 ▲７０億円
２００億円 ４００億円 ▲２００億円

－ － －

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

R2中間決算（B）R3中間決算（A） 増　減（（A）-（Ｂ））

そ の 他

利差補てん積立金取崩額

債 券 利 息

基 金 一 般 勘 定 繰 入 金
貸 付 金 利 息

経 常 収 益

経 常 費 用

科　　　　　　　目

公庫債権金利変動準備金取崩額

そ の 他

国 庫 納 付 金
公庫債権金利変動準備金繰入額



資産の状況 ［機構全体］
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◇ 当中間期末現在の資産総額は２４兆７，８７０億円で、前年度末に比べ、７０５億円の減少（▲０．３％）
◇ 貸付金が１，３２３億円、有価証券が３，１７０億円増加した一方で、現金預け金が５，１７１億円減少したこと等が
要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２３兆２，７６７億円 ２３兆１，４４３億円 １，３２３億円

９，１００億円 ５，９３０億円 ３，１７０億円

５，８９２億円 １兆１，０６４億円 ▲５，１７１億円

１３億円 ３２億円 ▲１８億円

６１億円 ６９億円 ▲７億円

２５億円 ２６億円 ▲０億円

８億円 ９億円 ▲０億円

２４兆７，８７０億円 ２４兆８，５７６億円 ▲７０５億円

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

貸 付 金

有 価 証 券

現 金 預 け 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））
令和3年度中間期末現在（A）

（R3.9.30）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）
科　　　　　　　目



資産の状況 ［一般勘定・管理勘定］
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◇ 当中間期末現在の一般勘定における資産総額は１９兆４，０３８億円で、前年度末に比べ、３，６４３億円の増加
（＋１．９％）

◇ 当中間期末現在の管理勘定における資産総額は６兆２３４億円で、前年度末に比べ、３，９５５億円の減少
（▲６．２％）

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１７兆８，９６５億円 １７兆３，２９７億円 ５，６６７億円

９，１００億円 ５，９３０億円 ３，１７０億円

５，８９２億円 １兆１，０６４億円 ▲５，１７１億円

１３億円 ３２億円 ▲１８億円

３２億円 ３３億円 ▲１億円

２５億円 ２６億円 ▲０億円

８億円 ９億円 ▲０億円

１９兆４，０３８億円 １９兆３９４億円 ３，６４３億円

５兆３，８０２億円 ５兆８，１４５億円 ▲４，３４３億円

２９億円 ３５億円 ▲５億円

６，４０２億円 ６，００８億円 ３９４億円

６兆２３４億円 ６兆４，１８９億円 ▲３，９５５億円

一
　
　
般
　
　
勘
　
　
定

管
理
勘
定

貸 付 金

そ の 他 資 産

一 般 勘 定 貸

合 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

現 金 預 け 金

有 価 証 券

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））
令和3年度中間期末現在（A）

（R3.9.30）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）

貸 付 金

科　　　　　　　目



負債の状況 ［機構全体］
◇ 当中間期末現在の負債総額は２４兆４，３８３億円で、前年度末に比べ、７８６億円の減少（▲０．３％）
◇ 負債の大半を占める債券は前年度末に比べ、１，４５９億円の減少。当期発行額が償還額を下回ったこと等が
要因

◇ 公庫債権金利変動準備金は、借換益等４２１億円を繰り入れる一方で、２００億円の国庫納付を行った結果、
前年度末に比べ、２２１億円の増加
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２０兆２，６４７億円 ２０兆４，１０７億円 ▲１，４５９億円

３，２２０億円 ２，９４０億円 ２８０億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

６，６３０億円 ６，４０９億円 ２２１億円

１０７億円 １２７億円 ▲１９億円

５１８億円 ３３４億円 １８４億円

５５億円 ４８億円 ７億円

２４兆４，３８３億円 ２４兆５，１６９億円 ▲７８６億円

科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））
令和3年度中間期末現在（A）

（R3.9.30）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）

借 入 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

金 利 変 動 準 備 金

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

そ の 他

合 計

債 券



負債の状況 ［一般勘定・管理勘定］
◇ 当中間期末現在の一般勘定における負債総額は１９兆１，１２９億円で、前年度末に比べ、３，５６３億円の増加

（＋１．９％）
◇ 当中間期末現在の管理勘定における負債総額は５兆９，６５６億円で、前年度末に比べ、３，９５５億円の減少

（▲６．２％）
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１４兆９，７５８億円 １４兆７，０６１億円 ２，６９６億円

３，２２０億円 ２，９４０億円 ２８０億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

５１８億円 ３３４億円 １８４億円

６，４０２億円 ６，００８億円 ３９４億円

２７億円 １９億円 ７億円

１９兆１，１２９億円 １８兆７，５６６億円 ３，５６３億円

５兆２，８８９億円 ５兆７，０４６億円 ▲４，１５６億円

６，６３０億円 ６，４０９億円 ２２１億円

１０７億円 １２７億円 ▲１９億円

２８億円 ２８億円 ▲０億円

５兆９，６５６億円 ６兆３，６１１億円 ▲３，９５５億円

科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））

債 券

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他 負 債

合 計

（R3.9.30）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）

合 計

そ の 他

管 理 勘 定 借

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

金 利 変 動 準 備 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

借 入 金

債 券

一
　
般
　
勘
　
定

管
理
勘
定

令和3年度中間期末現在（A）



純資産の状況
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◇ 当中間期末現在の純資産総額は３，４８６億円で、前年度末に比べ、８０億円の増加（＋２．４％）
◇ 一般勘定の中間純利益９２億円を一般勘定中間未処分利益として計上したこと等が要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１６６億円 １６６億円 －

２，６５７億円 ２，６５７億円 －

９２億円 － 皆増

５７８億円 ５７８億円 －

▲７億円 ４億円 ▲１１億円
うち現存スワップ時価評価分　▲１０億円

うち繰延ヘッジ取崩分　　▲１億円

うち金利スワップ期中解約分　　　０億円

３，４８６億円 ３，４０６億円 ８０億円

科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））
令和3年度中間期末現在（A）

（R3.9.30）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）

　　　　

合 計

地 方 公 共 団 体 出 資 金

一 般 勘 定 積 立 金

一 般 勘 定 中 間 未 処分 利益

管 理 勘 定 利 益 積 立 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益



９，２０２ － ３３ １１７ ８３ ９，２０２ １２７ １９ １０７

（参考）

【貸 付 金】 【債 券】

【地方公共団体健全化基金】

【金利変動準備金・公庫債権金利変動準備金】

【利差補てん積立金】

（単位：億円）

２３１，４４３ １０，４８７ ９，１６３ ２３２，７６７

貸 付 額
②

回 収 額
③

中 間 期 末
残 高

① +② - ③

２０４，１０７ １２，３１８ １３，７７８ ２０２，６４７

発 行 額
②

償還額等
③

中 間 期 末
残 高

① +② - ③

前 期 末
残 高
①

納付金等
②

基 金
運 用 益
③

利下げ補てん
所 要 額

④

前 期 末
残 高

①

取 崩 額
②

中間期末
残 高

① - ②

金 利 変 動 準 備 金 ２２，０００ － － － ２２，０００

公庫債権金利変動準備金 ６，４０９ ▲２００ ２５ ３９６ ６，６３０

前 期 末
残 高
①

公庫貸付に係る
利 下 げ 所 要 額

③

中間期末残高
① + ② + ③ + ④

前 期 末
残 高
①

前 期 末
残 高
①
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国 庫 納 付
②

中間期末残高
①+②+③
-（④ - ⑤）

一般勘定自己
財源充当額

⑤

（注） 一般勘定においても債券借換益は２０６億円発生しているものの、関係法令の規定に準じて算出した金利変動準備金の積立限度額（当該中間期末における一般勘定の

貸付金残高の１，０００分の１００）を前期末残高が超えているため、積立てを行っていない。

※ 単位未満切り捨てのため、計が一致しない場合がある。

令和３年度９月期決算における主要勘定の状況

債 券 借 換 益
④

（注）


